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公共情報コモンズとは 



公共情報コモンズの概要 

多様なメディア 
から情報提供 

情報を 
収集・発信 

データの交換方式を統一 

公共情報 
コモンズ 

ラジオ 
サイネージ 

情報発信主体 
（地方公共団体等） 

生活者（住民） 

ＣＡＴＶでの伝達 
（データ放送等） 

 
 

インターネットでの伝達 
（ウェブ、アプリ等） 

 

サイネージでの伝達 
（自販機、街頭等） 

 
 

地上波テレビでの伝達 
（データ放送等） 

 
 

ＡＭ・ＦＭラジオでの伝達
（音声、文字等） 

 
 

携帯電話での伝達 
（緊急速報メール等） 

 緊急速報メール 
避難勧告情報 
こちらは○○町です。 
台風の影響により××川氾
濫警戒情報が発表されまし
た。このため、…… 

 
【地方公共団体 A】 
・避難指示、勧告、準備 
・避難所情報 
・災害対策本部設置情報 
・被害情報 
・土砂災害警戒情報 
・お知らせ（イベント）情報 

確実に 
伝達 

 「公共情報コモンズ」とは、地方公共団体等が発信する災害等の安心・安全に関わる情報を
集約・共有し、テレビ、ラジオ、携帯電話、インターネット、サイネージ等の多様なメディアを通じ
て、住民向けに迅速かつ効率的に一括配信するための共通基盤。 

①テキスト情報の収集・配信等の機能 
②データの入出力方式を同じにする機能 
を有する防災情報伝達の共通基盤を構築 

（マルチメディア振興センターが運営） 

 
【地方公共団体 B】 
・避難指示、勧告、準備 等 

 
【地方公共団体 C】 
・避難指示、勧告、準備 等 

・
・
・ 
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「公共情報コモンズ」の意義 

【ｎ対ｎモデル（既存モデル）】 【公共情報コモンズ】 

情報発信者 情報伝達者 情報発信者 情報伝達者 

公共情報 
コモンズ 

NHK 

民放 

ラジオ 

CATV 

新聞 

NHK 

民放 

ラジオ 

CATV 

新聞 

携帯電話 

ポータル 
サイト 

携帯電話 

ポータル 
サイト 

自治体 Ａ 

自治体 Ｂ 

自治体 Ｃ 

鉄道事業者Ｅ 

通信事業者Ｆ 

通信事業者Ｇ 

自治体 Ａ 

自治体 Ｂ 

自治体 Ｃ 

鉄道事業者Ｅ 

通信事業者Ｆ 

通信事業者Ｇ 

鉄道事業者Ｄ 鉄道事業者Ｄ 

○災害情報の提供は、情報発信者（地方公共団体、鉄道事業者、ライフライン事業者等）と情報伝達者（放送
事業者、通信事業者等）との間で授受 
 
・１対１のシステムを個別に設定する場合、発信者、伝達者の数が増えてくると、そのたびにシステム構築
費が発生、複雑な規律の策定や各システム間の連携も必要  → 非効率となり、最適化は困難 

 
・発信者と伝達者の間に共通基盤を構築した場合、発信者の手間の簡略化、受信者の一元的な情報把握、
住民の多様なメディアを介した情報入手が実現  → 地域の安心・安全に貢献 

「情報発信者」と「情報伝達者」とが共通の情報基盤を利用することによって、効果的な情報伝達が実現 

3 



「公共情報コモンズ」の導入による効果（１） 

①地域住民のメリット 

■ 緊急事態発生時には、多様で身近なメディアを通
じて、迅速に正確な情報取得が可能。 

   日頃使い慣れたテレビ、ラジオ、携帯電話、インターネット
等、多様で身近なメディアを通して、身障者、高齢者を問
わず地域住民の誰もが、いつでも、どこでも、分かりやす
い形式で地域の安心・安全に関わる情報を確実、迅速に
入手することができる。 

■ 誰もがどこにいても､災害等の緊急情報を取得可能｡ 

  外出先や移動中であっても、テレビ、ラジオ、携帯電話、イン
ターネット等などにより、災害に関する緊急情報をリアルタイム
に受信できるようになる。   
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「公共情報コモンズ」の導入による効果（２） 

 ③情報伝達者のメリット 

  ■ 公共情報コモンズと情報配信システム等を連携させることにより、データ 

入力の手間を省き、情報をより正確・迅速に伝達可能。 

  ■ 広域・詳細な災害情報を電子的なデータとして一覧的に入手でき、効率的・

効果的に地域の実情に合った情報提供が可能。   

  ■ 公共情報が標準化された手順により最適なデータ形式で入手可能となり、

情報取得のためのシステム開発やコンテンツ制作のコストが大幅に削減。 

  ■ 大量の情報を時系列、地域別に管理可能。 

②情報発信者（自治体等）のメリット 
 
■ 住民の居場所に関わらず、テレビ・ラジオ・携帯電話・インターネット等の多
様で身近なメディアを通じて迅速・確実に必要な情報を住民に伝達可能。 

■ 公共情報コモンズへの入力のみで、多様なメディアへの迅速・確実な情報
伝達が可能となり、個別の入力作業などの情報発信の負荷が大きく軽減。 

■ 災害時に必要となる関係自治体（隣接自治体等）や交通・電気・ガス・電話
等の情報を一覧性をもって広域的に即時に把握可能。 
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平成19年 発端は７月の新潟県中越沖地震でのNHKの経験 

 ・自治体から発信される災害情報のほとんどは、電話、FAX、記者発表等のアナログ情報。 
 ・収集､入力､確認に手間と時間がかかり、放送による住民への情報提供の迅速さ､正確さ､きめ細かさ等が欠如。 

公共情報コモンズの実用化までの経緯 

平成20年 研究会の開催（「地域の安心・安全情報基盤に関する研究会」7月に報告書公表） 

  国民生活に不可欠な安心・安全に関する情報について、多様な伝達手段を活用して住民に効果的に提供
することを可能にするための情報基盤（「公共情報コモンズ」）の必要性を提言。 

平成21～22年  実証実験の実施 

 ① 平成21年２月、東海地域で実証実験を実施 
  ⇒ データ放送やホームページに利用可能な共通フォーマット（TVCML)による情報伝達を実証 
 ② 平成22年２～３月、近畿・東海地域で実証実験を実施 
  ⇒ 災害情報の発信から伝達するまでのシナリオを、放送、緊急速報メール、デジタルサイネージを使って実証 
 

平成23年  実用化（公共情報コモンズとして運用開始） 

 ・平成23年６月13日から、「公共情報コモンズ」として、24時間・365日の運用を開始。 
 ・「コモンズ」のサーバの運用は、（一財）マルチメディア振興センターが担当。 
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政府全体の防災情報ネットワークにおける位置づけ 

（出典） ＩＴ総合戦略本部 第１回防災・減災分科会 資料７（内閣府防災担当提出資料） 
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地方公共団体の災害情報伝達における位置づけ 

今夏の災害を踏まえた情報伝達体制の強化（消防庁通知(H25.12.10)） 

○ 昨年夏の７月の島根県及び山口県の豪雨や、１０月の台風第１８号及び第２６号をはじめと 
 して全国的に大きな被害をもたらす災害が発生し、住民に対する防災情報伝達体制について 
 様々な課題が指摘されたところ。 
○ これらの災害を教訓とし、住民に避難指示・避難勧告や気象情報等の災害情報が迅速かつ 
 確実に伝わるよう、情報伝達体制を万全なものにしていくため、消防庁において、地方公共団体 
 が早急に取り組むべき項目をとりまとめたもの。 

４ 地域の実情に応じた情報伝達手段の多重化・多様化の推進について 
(1) 緊急速報メール 
(2) 防災行政無線(同報系)の個別受信機の設置の推進について 
(3) 公共情報コモンズの活用について 
   地方公共団体から住民に対して災害情報を伝達する際に、放送局と連携し、テレビ・ラジオ 
  等のメディアを活用することは非常に有効である。 
   公共情報コモンズは地方公共団体等が発信する災害情報を、テレビ・ラジオ等に一斉に配 
  信できることから、住民への災害情報の伝達に非常に有効であるため、市町村及び都道府 
  県はこれらを活用すること。 
※ 上記の他、情報伝達手段の多様化・多重化に係る先進的な事例として、宮城県気仙沼市の公共情報コモンズを活用した 
  複数メディアへの一括配信を紹介。 
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【参考】公共情報コモンズに係る政府決定の例 

○「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」工程表（平成２５年６月１４日 ＩＴ戦略本部） 
２．健康で安心して快適に生活できる、世界一安全で災害に強い社会 
（２）世界一安全で災害に強い社会の実現 
 ①命を守る災害関連情報の提供等、防災・減災体制の構築 
 【短期（2013年度～2015年度）】 
  ○防災情報インフラ構築 
   ・防災情報通信基盤・端末を用いた情報収集・伝達体制の確立に向け、公共情報コモンズの活用等、自治体から住民

への情報伝達体制の構築を推進する。【総務省】 
 【中期（2016 年度～2018 年度）・長期（2019 年度～2021 年度）】 
  ○防災情報インフラ構築 
   ・防災情報通信基盤・端末を用いた情報収集・伝達体制の確立に向け、公共情報コモンズの活用等により構築された

自治体から住民への情報伝達の仕組みを順次全国に展開する。【総務省】  
  

○「国土強靱化政策大綱」（平成２５年１２月１７日 国土強靱化推進本部） 
 （別紙３）施策例 
 【個別施策分野】 
  ６．情報通信 
   災害関連情報の一元的集約・共有や、多様なメディア（防災行政無線、テレビ、ラジオ、携帯電話等）を活用した情報

の一括配信、公共情報コモンズの活用、公衆無線LANの導入支援、ICTによる地理空間情報（G空間情報）の高度利活用
等により、自治体による情報提供手段の多様性を確保し、住民へより確実に災害情報を伝達する情報通信基盤を整備す
るほか、自治体等が所有する地域の公共ネットワークや、公共性の高い民間事業者が所有するネットワーク等について、
防災上の観点から必要な箇所の無線による多重化等の推進を図る。 

  
○「防災白書」（平成２５年６月２１日 閣議決定） 
第３部 平成25年度の防災に関する計画 
第３章 災害予防 
 １ 災害一般共通事項 
 １－４ その他 
 （17）「公共情報コモンズ」の普及促進 

総務省においては、地域住民への公共情報の伝達手段の多様化を図るため、「公共情報コモンズ」の全国での活用
に向けて普及促進を行う。 
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公共情報コモンズの利用状況 



都道府県別の運用状況 

（平成26年3月7日現在） 

運用中・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

検討中・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

準備中・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

１３ 

１８ 

１６ 

沖縄 

三重 

岐阜 

新潟 

滋賀 
兵庫 

鳥取 

徳島 

長野 

静岡 

広島 

青森 

秋田 

山形 

福島 

茨城 
山梨 

富山 
石川 

香川 

愛媛 

熊本 

北海道 

山口 

千葉 

栃木 群馬 福井 

京都 

奈
良 

和歌山 

大阪 

岡山 

高知 

島根 

鹿児島 宮崎 

大分 
佐賀 

長崎 

岩手 

東京 
福
岡 

宮城 

埼玉 

愛知 神奈川 
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情報伝達者 （245団体）  

テレビ 
(72団体) 
 

日本放送協会 宮城ﾃﾚﾋﾞ放送 仙台放送 東日本放送 東北放送 福島中央ﾃﾚﾋﾞ ﾃﾚﾋﾞ埼玉 ﾌｼﾞﾃﾚﾋﾞ  ﾃﾚﾋﾞ新潟放送網 長野放送 信越放
送 ﾃﾚﾋﾞ静岡 静岡放送 ﾃﾚﾋﾞ大阪 毎日放送 関西ﾃﾚﾋﾞ放送 朝日放送 讀賣ﾃﾚﾋﾞ放送 ｻﾝﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ 九州朝日放送 ﾃﾚﾋﾞ大分 大分朝日放
送 札幌ﾃﾚﾋﾞ放送 ﾃﾚﾋﾞ北海道 ﾃﾚﾋﾞ愛媛 愛媛朝日ﾃﾚﾋﾞ あいﾃﾚﾋﾞ 南海放送 北海道文化放送 日本ﾃﾚﾋﾞ 北海道ﾃﾚﾋﾞ放送 秋田放送 秋
田ﾃﾚﾋﾞ 秋田朝日放送 山形放送 福島放送 ﾃﾚﾋﾞﾕｰ福島 新潟ﾃﾚﾋﾞ21 新潟総合ﾃﾚﾋﾞ 新潟放送 ﾃﾚﾋﾞ山梨 山梨放送 長野朝日放送 ﾃﾚﾋﾞ
信州 静岡第一ﾃﾚﾋﾞ 静岡朝日ﾃﾚﾋﾞ 東海ﾃﾚﾋﾞ 中京ﾃﾚﾋﾞ 中部日本放送 名古屋ﾃﾚﾋﾞ ﾃﾚﾋﾞ愛知 三重ﾃﾚﾋﾞ 広島ﾎｰﾑﾃﾚﾋﾞ RKB毎日放送 
長崎放送 大分放送 ﾃﾚﾋﾞ新広島 日本海ﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ放送 中国放送 西日本放送 山陰中央ﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ 山陰放送 TVQ九州放送 福岡放送 宮
崎放送 高知放送 山形ﾃﾚﾋﾞ 京都放送 高知さんさんﾃﾚﾋﾞ ﾃﾚﾋﾞ高知 北海道放送 東京ﾒﾄﾛﾎﾟﾘﾀﾝﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ 

ラジオ 
(78団体) 
 

ラジオ福島 文化放送 ﾆｯﾎﾟﾝ放送 東海ﾗｼﾞｵ 大阪放送 ﾗｼﾞｵ関西 新潟県民ｴﾌｴﾑ 長野ｴﾌｴﾑ 静岡ｴﾌｴﾑ 三重ｴﾌｴﾑ 広島ｴﾌｴﾑ FMしま
ばら ｴﾌｴﾑ愛媛 ｴﾌｴﾑ愛知 ｴﾌｴﾑ仙台 ｴﾌｴﾑ秋田 ｴﾌｴﾑﾗｼﾞｵ新潟 ｴﾌｴﾑ富士 ｴﾌｴﾑ滋賀 ｴﾌｴﾑ大分 FM802 横手ｺﾐｭﾆﾃｨFM放送 せん
だい泉ｴﾌｴﾑ 石巻ｺﾐｭﾆﾃｨ放送 いわき市民ｺﾐｭﾆﾃｨ ｴﾌｴﾑ会津 喜多方ｼﾃｨｴﾌｴﾑ ｴﾌｴﾑ上越 燕三条ｴﾌｴﾑ放送 ｴﾌｴﾑ新津 柏崎ｺﾐｭﾆﾃｨ放
送 長岡移動電話ｼｽﾃﾑ ｴﾌｴﾑ角田山ｺﾐｭﾆﾃｨ放送 ｴﾌｴﾑ西東京 八ヶ岳ｺﾐｭﾆﾃｨ放送 ながのｺﾐｭﾆﾃｨ放送 軽井沢ｴﾌｴﾑ放送 飯田ｴﾌｴﾑ放送 
ｴﾌｴﾑしみず FM島田 京都ｺﾐｭﾆﾃｨ放送 今治ｺﾐｭﾆﾃｨ放送 中国ｺﾐｭﾆｪｰｼｮﾝﾈｯﾄﾜｰｸ ｴﾌｴﾑひらかた ｴﾌｴﾑﾍﾞｲ ｴﾌｴﾑしばた ｴﾌｴﾑとおかまち 
ｴﾌｴﾑ雪国 けんと放送 あづみ野ｴﾌｴﾑ放送 ｴﾌｴﾑとうみ ｴﾌｴﾑ佐久平 ｴﾌｴﾑみしま・かんなみ ｴﾌｴﾑぬまづ ｼﾃｨｴﾌｴﾑ静岡 富士ｺﾐｭﾆﾃｨｴﾌ
ｴﾑ放送 ｼﾃｨｴﾌｴﾑぎふ 福知山FM放送 やおｺﾐｭﾆﾃｨ放送 伊丹ｺﾐｭﾆﾃｨ放送 ｴﾌｴﾑわいわい 姫路ｼﾃｨFM21 ｴﾌｴﾑ北海道 ｴﾌｴﾑたじみ 浜
松ｴﾌｴﾑ放送 飛騨高山ﾃﾚ･ｴﾌｴﾑ 兵庫ｴﾌｴﾑ ｴﾌｴﾑ宮崎 ｴﾌｴﾑ東京 ｴﾌｴﾑ大阪 ｴﾌｴﾑあやべ 西宮ｺﾐｭﾆﾃｨ放送 ｴﾌｴﾑﾅｯｸﾌｧｲﾌﾞ ﾍﾞｲｴﾌｴﾑ 
日経ｴﾌｴﾑ社 中央ｴﾌｴﾑ ｴﾌｴﾑ宝塚 FMやんばる 

CATV 
(71団体) 

気仙沼ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ あづみ野ﾃﾚﾋﾞ ｴﾙｼｰﾌﾞｲ 伊那ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ ｴｺｼﾃｨｰ・駒ヶ岳 ﾃﾚﾋﾞ松本ｹｰﾌﾞﾙﾋﾞｼﾞｮﾝ 上田ｹｰﾌﾞﾙﾋﾞｼﾞｮﾝ 飯田ｹｰﾌﾞﾙ
ﾃﾚﾋﾞ 佐久ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ 御前崎ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ 小林ﾃﾚﾋﾞ設備 大垣ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ BAN-BANﾈｯﾄﾜｰｸｽ 倉敷ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ ﾊｰﾄﾈｯﾄﾜｰｸ ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ佐
伯 大分ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ 日田市（水郷TV） 愛媛CATV 宇和島ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ可児 ｷｬｯﾁﾈｯﾄﾜｰｸ 秋田ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ ﾆｭｰﾒﾃﾞｨｱ新潟ｾﾝ
ﾀｰ ｴﾇ･ｼｨ･ﾃｨ 佐渡ﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ 上越ｹｰﾌﾞﾙﾋﾞｼﾞｮﾝ 日本ﾈｯﾄﾜｰｸｻｰﾋﾞｽ 蕨ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ 山梨CATV 峡西ｼｰｴｰﾃｰﾌﾞｲ ﾃﾚﾋﾞ北信ｹｰﾌﾞﾙﾋﾞｼﾞｮﾝ 
ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝ・ﾈｯﾄﾜｰｸ・ｺﾐｭﾆﾃｨ ｺﾐｭﾆﾃｨﾃﾚﾋﾞこもろ 信州ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ 丸子ﾃﾚﾋﾞ放送 須高ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ 蓼科ｹｰﾌﾞﾙﾋﾞｼﾞｮﾝ 飛騨高山ｹｰﾌﾞﾙ
ﾈｯﾄﾜｰｸ ｸﾞﾘｰﾝｼﾃｨｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄ鈴鹿 ｼﾞｭﾋﾟﾀｰﾃﾚｺﾑ-関西 姫路ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ 東広島ｹｰﾌﾞﾙﾒﾃﾞｨｱ 今治ｼｰｴｰﾃｨｰﾌﾞｨ 四国中央ﾃﾚﾋﾞ 
長崎ｹｰﾌﾞﾙﾒﾃﾞｨｱ CTBﾒﾃﾞｨｱ  KCVｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ西瀬戸 中海ﾃﾚﾋﾞ放送 高知ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ 帯広ｼﾃｨｹｰﾌﾞﾙ CATV富士五湖 香
南施設農業協同組合 ｼｰｼｰｴﾇ 浜松ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ 旭川ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ ﾆｭｰﾒﾃﾞｨｱ函館ｾﾝﾀｰ ﾆｭｰﾃﾞｼﾞﾀﾙｹｰﾌﾞﾙ（苫小牧ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ） ｱﾐｯｸｽｺﾑ 
TOKAIｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ 長和ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ施設 伯耆町有線ﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ放送 鳥取中央有線放送 日本海ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ ひのき おりべﾈｯﾄﾜｰｸ 東
京ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ ﾄｺちゃんねる静岡 ひろしまｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ 

新聞等 
(18団体) 

新潟日報社 静岡新聞 中国新聞 愛媛新聞 大分合同新聞 読売新聞長野支局 朝日新聞静岡総局  秋田魁新報社 中日新聞 神戸新聞 
中日新聞長野支局 長野日報 信濃毎日新聞 山梨日日新聞社 毎日新聞高知支局 上毛新聞社 産業経済新聞社 共同通信社 

ﾎﾟｰﾀﾙ等 
(6団体) 

ﾔﾌｰ ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ ﾌｭｰﾁｬｰﾘﾝｸﾈｯﾄﾜｰｸ ｹﾞﾋﾙﾝ ｾｺﾑﾄﾗｽﾄｼｽﾃﾑｽﾞ ｱｲ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 

「公共情報コモンズ」の参加団体リスト（情報伝達者）（平成26年3月11日現在） 



避難情報の活用例（平成25年7月26日 宮城県気仙沼市） 

NHK 
データ放送 

 TBC東北放送 
データ放送 

 気仙沼ケーブルネットワーク
データ放送 

（TBC東北放送提供） 

（NHK提供） 

（気仙沼ケーブルネットワーク・ジ
ャパンケーブルキャスト提供） 

気仙沼市 

公共情報 
コモンズ 

避難勧告・指示情報 
避難所情報 

ジャパンケーブルキャスト株式会社の 
ASPサービスを利用 
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「公共情報コモンズ」の最近の動向 

＜Yahoo!JAPANとの連携サービス例＞ 

● 消防庁のＪアラート（全国瞬時警報システム）との連携 
   ・25年12月20日 Jアラートとの接続を開始 
 
 
● 内閣府総合防災情報システムとの連携 
   ・26年度の接続開始に向けて検討中 
 
 

● 民間事業者との連携（新サービスの創出） 
    Yahoo! JAPANが提供するスマートフォンアプリ 「防災速報」、スマート

フォン版Yahoo! JAPANトップページ及びパソコン版・スマートフォン版
「Yahoo!天気・災害」において、公共情報コモンズを経由して取得した情
報を用いて、情報配信を開始 

   ・25年8月22日 

     「避難指示」、「避難勧告」、「避難準備情報」、「警戒区域」
が発令された際の情報配信を開始 

   ・26年2月27日  

     「国民保護情報」（弾道ミサイル情報等のＪアラート情報）の
配信を開始 

14 



15 【参考】台風１８号時（平成２５年９月１６日）の活用例（Yahoo! JAPAN：ＰＣ版） 

① 

② 

③ 



「公共情報コモンズ」の合同訓練の実施 

【参考】 合同訓練の参加者 
①自治体：宮城、福島、群馬、千葉、静岡、大阪、兵庫、京都、広島、鳥取、愛媛、徳島 （計１２府県） 
②メディア等： 日本放送協会、民放テレビ・ラジオ、ケーブルテレビ、ヤフー、 ㈱radikoほか約６０社 

○ 「公共情報コモンズ」の活用には、自治体とメディアとの間で、運用に慣れておくことが不可欠 
○ 自治体・関連メディア等が参加した合同訓練を平成２５年６月１２日（水）に初めて実施 
○ ＩＰサイマルラジオのradiko.jpとも接続し、radiko.jpの画面に訓練での伝達情報をデモ展示 
○ 合同訓練は円滑に実施され、その模様は、ＮＨＫニュース（１９時及び２１時）や地方紙等で大きく報道 

＜合同訓練による災害関連情報の表示例＞ 

コモンズ情報表示 

ＮＨＫ 
データ放送画面 

サンテレビ 
データ放送画面 

radiko 
視聴画面 

公共情報コモン
ズの入力情報
一覧画面 
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今後の主な課題 



「公共情報コモンズ」の今後の課題 

① 全国普及の早期実現 

■ 公共情報コモンズを導入する都道府県が今夏には半数を超える見込みだが、早期の全国普及を実現するべく、
具体的な目標設定と方策の検討が必要ではないか。 

② 情報内容の拡充 

■ 地方公共団体が発令する「避難指示」等の情報に限らず、ライフライン（交通、電力、ガス、通信等）の復旧情報
など、公共情報コモンズを通してメディアに提供する災害情報の拡充を図るべきではないか。 

■ ソーシャルメディアと公共情報コモンズの連携を進めていく上で、どのような課題があるか。 
  

③ サービス・運用の強化 

■ 災害時等においても安定運用を図るべく、関係者間の連携強化等が必要ではないか。特に、合同訓練の定期
的な実施が有効ではないか。 

18 

■ 導入を促進するためには、地域住民における公共情報コモンズの認知度向上を図るための広報戦略が必要で
はないか（例えば「公共情報コモンズ」のニックネームなど）。 

■ 災害情報の地図表示など、情報提供における視覚化が有効ではないか。 

■ テレビにおけるデータ放送への誘導、サイネージやカーナビ等への配信等、メディアとの連携をより深めるべき
ではないか。 
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